
第６章

データ駆動型経済におけるスキルと雇用

　本章では、スキルと雇用の分野におけるデータ駆動型イノベーション（DDI）

の実践について議論するが、それに当たり、特に 2 つの課題に焦点を当てる。一

つ目は、DDI に伴い、データ及び分析機能の強化されたアプリケーションによ

って実施される認知的作業及び手作業がますます多くなるために、労働市場、特

に中間所得層の仕事への圧力がさらに高まるおそれがあることである。二つ目は、

データ専門家のスキルに対する需要が、労働市場の供給量を超えていることであ

る。本章では最初に、DDI が労働市場に構造変化をもたらしうることを明らかに

するとともに、スキルに関する含意について言及する。その後、データ専門家の

スキルとコンピテンシーに焦点を当てる。これらがない場合、経済全体における

DDI の採用や雇用の（再）創出を妨げるおそれがある。最後に本章では、DDI

の円滑な構造調整を進展させるための政策的課題について議論する。具体的には、

1）賃金及び所得の格差への対応、 2）スキルとコンピテンシーに対するニーズ

への対応に焦点を当てる。

　技術だけでは十分でないというのはAppleのDNAの一部です。私たちの心を躍らせ
る結果をもたらすのは、教養や人文科学と結び付いた技術なのです。

―スティーブ・ジョブズ（Steve Jobs）

（2011年3月のApple iPad2発表時）
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はじめに

　現在、一般的に「ビッグデータ」と呼ばれる膨大なデジタル・データの分析は、社会全体の知識
と価値創造を駆動しており、新製品、プロセス、市場を育て、そしてまったく新しいビジネスモデ
ル―すなわち、データ駆動型イノベーション（DDI）―に拍車をかけている。例えば、アルゴ
リズム取引システム（ATS）は、何をいつどのような価格で取引して投資すべきか自律的に判断す
るためミリ秒単位で大量の市場データを分析する（第3章参照）。このように、10年前では考えもつ
かなかったプロセスと言えるATSは、現在、米国内の金融市場の取引の半数以上、欧州内の金融
市場の取引のほぼ3分の1を占めている（第3章図3.12参照）。

　DDIは、小売業、製造業、農業などの伝統的産業部門さえも破壊し、再編成するとともに、経済
全体の競争力と生産性の向上を後押しする可能性を秘めている。伝統的産業部門には、DDIを活用
している企業もある。そうした企業は、サービス業のようになりつつあり、この傾向は、「サービシ
フィケーション（servicification）」（Lodefalk, 2010）と呼ばれることがある。例えば、製造業にお
いては、企業はモノのインターネット（IoT）を利用して、生産機器や製品に組み込むセンサーの
数を増やしつつある。この傾向は、機器間通信（M2M）やセンサーデータの分析により可能となる
ものであり、「インダストリアル・インターネット」（Bruner, 2013）あるいは「ネットワーク・マ
ニュファクチャリング」（Economist Intelligence Unit, 2014）などと称されている。センサーデー
タは、システム全体レベルにおける機器の起動状況の監視や最適化、保守管理などのアフターサー
ビスのために使用される。オランダのドラハテンにあるフィリップス社の電動カミソリ工場が同じ
量を生産する同社の中国の工場の10分の1の規模の従業員により生産されているという事例にみら
れるように、DDIにより高度に自動化された新世代の工場が実現されつつある（Markoff, 2012）。

　DDIの効果に関する証拠はほとんどないが、わずかに存在する研究では、DDIを導入している
企業はそうでない企業に比べて、労働生産性を急速に伸ばしているとしている。Brynjolfsson, Hitt 
and Kim（2011）による米国企業330社を対象とした研究によれば、データ駆動型意思決定を採用
する企業の生産高や生産性は、他のICTを利用する投資・利用をしていた場合に予測されるものよ
りも5パーセントから6パーセント高いと推計している。これらの企業はまた、資産活用、株主資本
利益率や市場価値という意味でも良い業績を出している。

　同様の研究としてBakhshi, Bravo-Biosca and Mateos-Garcia（2014）による英国企業500社を対
象とした研究があり、それによるとオンライン顧客データや消費者データを積極的に活用する企業
は、8パーセントから13パーセント生産性が高いと結論付けられている。当該研究はBakhshi and 
Mateos-Garcia（2012）の調査を基にしているが、「回答企業の財務諸表から得られた過去のパフォ
ーマンス履歴とデータ活動に関する調査回答を突き合わせ、かつ、事業パフォーマンスとデータ活
動の間の関係について事業上の他の特徴的な要因を統制しつつ計量分析すること」により拡張して
いる。この分析では、他の点が同等であれば、オンラインデータを1標準偏差分だけ多く使用する
ことは、全要素生産性（TFP）が8パーセント高くなることと結び付いていることが示されている。
オンラインデータ使用の上位4分の1の企業は、下位4分の1に比べて13パーセント生産性が高い。
さらに、この研究は「データの蓄積はそれ自体では、ほとんど又はまったく影響がないのに対し」、

第６章

データ駆動型経済におけるスキルと雇用

260

第６章

260



「データ分析の使用」と「データ駆動で得られた知見について報告すること」は生産性の向上に強く
結び付いていることを示している（Bakhshi, Bravo-Biosca and Mateos-Garcia, 2014）。また、Barua et 
al.（2013）による研究では、より容易に操作できるようにプラットフォーム間で簡潔かつ一貫した
データを提示することによってデータの質とアクセスを10パーセント改善することが平均で14パー
セント労働生産性を高めるが、顕著な産業間の差異をも伴うことを示唆している。

　全体的に、これらの研究では非導入の企業と比べて生産性向上がおおよそ5パーセントから10パ
ーセント速まることが示唆されている。しかしながら、これらの推計はいくつかの理由により、一
般化は困難であることが強調されるべきである。まず、先に示したように、DDIのこれらの効果推
計は、分野によって異なり、スキルやコンピテンシーの利用可用性、さらにデータの利用可能性や
品質（すなわち、妥当性と適時性）などに左右されている。しかし、もっと重要なことは、これら
の研究は、選択バイアスに悩まされることが多いということである。選択バイアスは、企業レベル
の他の要因からDDIの影響だけを切り出すことを困難としている1。したがって、企業レベルでの
DDIの影響を評価するためのさらなる研究が必要である。

　近年のグローバル経済の弱い回復という状況において、DDIは経済や産業の生産性と競争力を高
めることのできる新たな成長の源泉として政策立案者の注意を引き付けた。しかし、DDIの破壊的
な性質は既存の事業や市場の「創造的破壊」をもたらすとともに、特に労働市場など、経済全体の
構造変化につながる可能性がある。しかし、高い失業率が長引いている主要先進国でDDIによって
誘発される創造的破壊の過程を利用することは、少なくとも次の2つの理由により、困難となろう。

1）DDIは労働市場に対する圧力をさらに強めるかもしれない。特に、今やデータ・分析能力を
備えたアプリケーションによって行うことのできる仕事の大部分を含む、中間所得の雇用に対
する圧力である。すなわち、DDIにより多くの認知的作業及び手作業を自動化することができ
るようになっている。これには、医療関係書類も含む複雑な情報の分析に基づく疾病診断など
の、知的要求水準の高い幅広い範囲の仕事におけるデータ分析の利用が含まれる。また、非常
に厳密に限定された環境が不要で、また、現世代のロボットと比較して、はるかに速く配置・
再配置することができる、新世代の自律機械やロボットの利用も含まれる。

2）DDIに求められるデータ専門家としての高いスキルやコンピテンシーを有している者は限ら
れており、DDIの採用障壁となっているだけでなく、雇用の機会を逃すことともなっている。
これまで、DDIに対するスキル不足やそれゆえのミスマッチに関する国際的な証拠はほとんど
ない。しかし、いくつかの報告では、労働市場においてデータ専門家のスキルへの需要が供給
を超えていることを示唆している。Economist Intelligence Unit（2012）の調査では、例
えば、「データを適切に分析できる熟練した人材の不足」は、データ分析を活用するための第
二の大きな障害となっていることを示している（MGI, 2011参照）2。

　とはいえ、DDIは、データ・エコシステム全体でビジネス創造の巨大な機会を新興企業や中小企
業に提供するものである。第2章で詳細に説明しているが、これらの多くは、さらなる雇用創出の
機会につながる新たな商品やサービスを提供する。しかし本章では、DDIによって誘発されるこ
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れらの（間接的）雇用創出の機会については言及しない3。

第1節　労働市場における「創造的破壊」

　第3章で取り上げたように、情報通信技術（ICT）のあらゆる場所への展開が、ムーアの法則4に
より駆動され、数多くの発展につながった。これらは特に以下を含む。1）現実世界における「デー
タフィケーション」を加速している、機器間通信（M2M）を介して相互接続されるセンサー、2）
サービスとしてスーパーコンピューティング・パワーを誰にでも提供するクラウドコンピューティ
ング、3）ほぼすべての領域における意思決定や自動化の支援をするデータ分析である。これらの
技術の発展が組み合わさることにより、M2Mが人間同士のやりとりを迂回するようになれば、転換
点に達すると予測されている。そして、そうなるとインターネットはまさにモノのインターネット

（IoT）になると言える（コラム6.1参照）5。このことは、最も先進的な国においてさえ始まったばか
りであるが、データ分析により強化されたソフトウェアが労働生産性向上の主要な源となる新たな
DDIの段階が到来したことを示している。Andreessen（2011）が書いているように、「ソフトウェ
アが世界を食べている」のであり、そして、世界はデータの塊をサーブされるのである（TNO, 
2013）。データ駆動型ソフトウェアは、「世界を食べて」おり、労働市場はデジタル改革の中でこれ
まで観察されてきたもの以上のより深い構造的変化を経験するかもしれない。
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コラム6.1　モノのインターネット―ゲーム・チェンジャー

　無人自動車や次世代ロボットのようなスマートテクノロジーの急激な躍進の主な理由の一
つは、情報の流通に物理的オブジェクトを埋め込むモノのインターネット（IoT）である。例
えば、無人自動車の場合、基本的に車が知る必要のあることを「教える」のは、道路インフラ、
他の車、そして、この2つと同じくらい重要なのが、オンライン地図のようなウェブサービ
スである。よって、自動運転のためには、以前想定されていたような、人間のものほど強力
な技術的画像システムを車に装備する必要はない。

　人間の画像処理システムは非常に高度であり、代替技術の発展にもかかわらず、人間のも
のと比肩する能力を有する代替技術の開発は非常に困難である（Lee, 2015）。しかし、そ
のようなシステムは必ずしも必要ではない。なぜなら、今日、車は自動運転のために必要と
なる正確なデータを大量に受け取ることができるからである。車の画像システムは、はるか
に制限されてはいるが、この手法によって、車は人間の運転手よりも置かれている環境につ
いて詳細を知ることができる。これにより、これまで不可能と考えられていた幾多のロボッ
ト・アプリケーションは、間もなく可能となるだろう。しかしそれは、ロボットのセンサー
システムが極めて良好であると言うことではない。むしろそれは、製造工場内のすべての端
末と機械が、ロボットに必要な情報を与えるということである。これには、全製造過程の動



デジタル革命の始動とICTの影響

　雇用に対するDDIの影響の問題は、技術、より具体的にはICTによる雇用への影響についての幅
広い議論に従う。その議論は、ケインズが約1世紀前に次のように記述した「技術的失業」に関す
る基本的な問題と関係するものである。

　我々は、一部の読者はまだ名前をも聞いたこともないであろう新たな疾患、しかし、これから
数年間頻繁に聞くことになるであろう疾患―すなわち、技術的失業―に悩まされつつある。
これは、我々が労働の新しい用途を見つけることができるペースを上回る程の労働力削減手段
の発見による失業を意味する。しかしこれは、一時的な適応障害を起こしている段階にすぎない。

（Keynes, 1930）

　データと分析により可能となった自動化の新たな可能性についての現在の議論の観点から、技術
的失業に関する議論は近年勢いを増している。米国の労働生産性と民間における雇用に関して、労
働統計局から入手可能なデータをみてみると、Brynjolfsson and McAfee（2011）は、1990年代以
降、労働生産性の伸びと雇用成長の長期的な正の関係が壊れているおそれがあることを示唆してい
る。言い換えれば、米国においてはICTにより可能となる労働生産性の伸びは、新たな雇用を創出
することにつながっていないようにみえるのである。

　しかし、そのような結論は、特に労働力の供給を統制した場合、OECD（2014b）で示された各
国比較から得られた証拠と相容れない。そのOECD報告の注視すべき点は、1960年代以降、労働
生産性はOECD地域において急速に成長しているが、それらの国の雇用統計は安定的に推移したま
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的最適化を可能とするため、製品、製造ラインに関連するロボットや外部供給者を含むかも
しれない。

　IoTがスマート・アプリケーションによって人間を相互接続し、力を与えることで、イン
ターネットを「グローバルなデジタル神経系」とする、知的な「超個体」の出現につながる
ことを強調している者もいる（Radermacher and Beyers, 2011; O’Reilly, 2014）。
2030年には、80億の人々とおおよそ250億個のアクティブな「スマート端末」が相互接
続し、一つの巨大な情報ネットワーク1が作られるであろう。それは結果として、巨大で強力
な「超個体」2を構成するものである。これは、絶えることのない通信の流れ３を基盤としてい
る。

1. この状況において、通信は、我々が知る最も強力な知能強化の過程の一つと考えることができる。
2. 通信は、当該超個体の構成要素を結合するものである。通信は当該超個体の構成員同士で行われるため、関連する構

成要素の数のquadratic増殖挙動を持つ。この意味で、この観察は、正のネットワーク効果を暗示している。
3. この含意については、過去300万年の人間の文明の発展と規模をみる中で、Kapitza（2005）により詳細が議論

されている。Radermacher and Beyer（2011）とSolte（2009）も参照。
出典：Herlyn et al.（2015）.
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図6.1　労働生産性と雇用の推移（主要OECD加盟国）（1950～2011年）
1950年（ドイツは1970年）＝100％

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%
米国

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

700%

800%

900%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

フランス

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

400%

450%

500%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

英国

0%

500%

1000%

1500%

2000%

2500%
日本

0%

200%

400%

600%

800%

1000%

1200%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

イタリア

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%
ドイツ

平均毎時労働生産性 年間労働時間 雇用・人口比率

出典：OECD（2014b）．ペン・ワールド・テーブル・バージョン8（Penn World Table, version 8）に基づく。


